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①「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の推進について（2011 年11 月、国土交通省） 
(1) 低炭素・循環型システムの構築 （ゼロエネルギー、蓄エネルギー、エネルギー管理等） 
(2) 地域の集約化 (集約化されたまちづくり（コンパクトシティー）を推進) 
②「環境未来都市」構想、総合特区の対象決定（2011 年12 月、内閣府） 
(1) 環境未来都市（11 件）：スマートグリッド、再生可能エネルギー等を組合せた都市のエ
ネルギーマネジメントシステムの構築等 












































































































































































   イニシャルコスト 従来システムイニシャルコスト




固定比率＝       
      
 
        
          
       
 
   
 
C:設備費   S:残存価格  t:耐用年数 













LCC＝                       
 
        
LCC:ライフサイクルコスト          :現価換算率=1/     
  
  :企画・設計・建設の初期コスト             :j年度の年間運転費（ベース年換算） 
 ｒ:建物の寿命中の部材の修理・更新費      :ベース年換算のｊ年次の年間維持費 
   :j年度のインフレ率（金利上昇率）    I:利息 












































































































































本論文は、本章の第 1 章「従来研究と研究の位置づけ」と第 8 章「結論及び展望」を含
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図 2-2-1 電力の対象施設 
 









容量は燃料電池が 200kW、ガスエンジンが 160kW であり、発電効率は 100％発電時にそれ
ぞれ 40％と 28.7％である。排熱の利用について、その熱回収方法は発電時に出る約 550℃
の蒸気から燃料電池では 90℃高温水と 50℃低温水をつくり、ガスエンジンでは 90℃の高温
水を作る。これを給湯や空調用の熱源に当てて排熱を利用している。これらの排熱回収効






表 2-2-1 地域エネルギーーシステム仕様概略 
設備 天然ガスコージェネレーション設備 太陽光発電設備 






































運転時間は設定された。2010 年における、冬季は 1 月 1 日~ 4 月 16 日、11 月 16 日~12 月
31 日であり、中間期は 4月 17日~ 5月 23 日、10月 30 日~ 11月 15 日であり、夏季は 5月
24 日~ 10月 29 日である。運転状況は燃料電池 24 時間通年運転であるのに対して、ガスエ








システムフロー図を図 2-2-3、図 2-2-4、図 2-2-5に示す。 
表 2-2-2 地域エネルギーーシステムの運転管理 
設備 
運転時間、負荷設定 
夏季 中間期 冬季 
平日、土 日、祝日 平日、土 日、祝日 平日、土 日、祝日 
ガスエンジン 
am8:00-pm10:00 停止 停止 am8:00-pm10:00 停止 
160kW 0 0 160kW 0 
燃料電池 
通年運転 
200 kW 125 kW 125 kW 
排熱利用型冷温水発生機 
（RH-１） 
24 時間 停止 24 時間 
200USRT 0 200USRT 
排熱利用型冷温水発生機 
（RH-2） 
24 時間 停止 24 時間 
600USRT 0 600USRT 
ガス焚吸収式冷温水発生機（RH-3） 
24 時間 停止 24 時間 









図 2-2-3 夏季のエネルギーシステムフロー 
 
 



















































































図 2-3-2 には 2010 年毎月の地域エネルギーシステムの発電量及び受電量を示す。学研都
市の電力は主に商用電力により供給している。全体ではガスエンジン、燃料電池、太陽光
発電、商用電力の割合はそれぞれ 8.8％、18％、2.2％、71％である。また、夏季のほうが冬
により総電力消費量が大きい。4月 17日~ 5月 23日、10月 30日~ 11月 15日は中間期であ
り、ガスエンジンの運転を停止しているため、4月、5 月、11月には発電量が少ない。ほか




が 30％～35％の時間数は 6687 時間で、全体運転時間（8632時間）の 77％を占めた。それ
に対して、ガスエンジンの発電効率が 20％～30％の時間数は 3552 時間で、全体運転時間
（3816 時間）の 93％であった。 
熱回収効率はガスエンジンと燃料電池から排熱、発生した熱エネルギーがどの程度回収
されることを示すパラメータである。コージェネレーションシステムにとって、熱回収効















図 2-3-3 発電効率 
 



























っている。8 月の月平均温度が 29.3℃と最も高い値であり、冷房供給も約 3689.1GJ と最大
値である。図により、RH-2 の冷暖房供給量は約 RH-1 の約 2 倍の値を示している。また、
RH-1は中間期を除きほとんど稼働しているのに対して、RH-2は稼働していない時間が多く、
熱供給量の大きさも月によって大きく変わる。RH-1、RH-2で冷暖房供給不足が発生した場
合は RH-3を稼動するという運転方式を設定されている。図より、2010 年に RH-3は稼動す
る時間数が非常に少ないことが見られる。 
本研究では、日平均気温を説明変数に、地域エネルギーシステムの冷暖房供給量を目的

























図 2-4-1 各熱源設備の冷暖房供給 
 
図 2-4-2 冷暖房供給と日平均気温の関係 
y = -7.0155x + 114.51
R² = 0.7559






























































ぞれ 18.0％、8.8％、2.2％、71.0％である。  
(2) 2010 年燃料電池の発電効率は 30％前後を維持している。設計値より 10％ほど低い。ガ
スエンジンの発電効率は約 23％を維持している。こちらは比較的に設計値に近い。  
(3) 冬季に排熱は主に貯湯槽と暖房用交換器に利用されている。冷温水発生機は排熱をあま
り利用できていないことが見られた。  



















  3-7-1 目的関数 







































AC: Absorption chiller  FC: Fuel cell  GE:Gas engine HP:Heat pump  PV:Photovoltaic  WT: Wind turbine 

















































































































































PECR  年間一次エネルギー消費量削減率                ％ 
ECOR  年間コスト削減率                       ％ 
CER  年間 CO2排出量削減率                     ％ 
.convTotPEC  比較システムの年間一次エネルギー消費量            MJ 
TotPEC  分散型エネルギーシステムの年間一次エネルギー消費量      MJ 
.convTotCost  比較システムの年間コスト                  万円 
TotCost  分散型エネルギーシステムの年間コスト            万円 
.convTotCE  比較システムの年間 CO2排出量                 t 




Gen Elec HeatTotPEC E E E    (3) 
, , , ,( )Gen i m t h i m t
i m t h





, , ,( )Elec m t h m t
m t h
E DePur Econv   
 
(5) 
, , , , ,( )Heat j u m t h j m t
j u m t h







②  年間コスト 
Gen Heat Elec GasTotCost C C C C     (7) 
, , , ,( cos ) ( )Gen i i i i i i m t h m t i
i m i t h
C GenInv Der t GF Dercap Gomf GenL Gomv        
 
(8) 
, ( cos )Heat u j j j j j
u j
C HeatInv Heat t HF Hcap Homf    
 
(9) 
, , , ,( / )Gas m m i m t h i m t m
m m m i t h
C GBase GBaseflow BillingG GenL Derconv Gconv Gprice        
 
, , , , ,( / )j u m t h j m t m
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HeatGP Hconv HGP Gconv Gprice    
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③  年間 CO2排出量 
( ) / /Gen Heat ElecTotCE E E Gconv GCE E Econv ECE      (14） 









, , , , , , , , , , ,( )m t h i m t h m t h u j m t h j
i u j
Eload GenL DePur HeatEP HEP    
 
(15) 
, , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , ,( Re )u m t h j u m t h j u j m j u m t h j u j m u j j u m t h u j m
j
Hload HeatGP HGP Heacop HeatEP HEP Heatcop cHeat Heatcop        
 
, , , ,Re u m t h u mHEX HEXRA    (16) 
, , , , ,i m t h i i m hGenL GenInv Dercap Solar    (17) 
, , , , , , , , , , ,Re Reu j m t h u j u j m u j u j m u jcHeat Heatcop HeatInv Heatcap Max c      (18) 
, , , , , , , , , ,Re Re ( )u j m t h u m t h i m t h i
u j u i













, , , , , , , , , , , , , , ,u j m u j j u m t h j u j m j u m t h j u j mHeatcap HeatInv HeatGP HGP Heatcop HeatEP HEP Heatcop        
, , , , , , ,Reu j j u m t h u j mcHeat Heatcop    (22) 
, , , , , , ,( / ) ( / )i m t h i j u m t h j
i j u
BillingG GenL Derconv Gconv HeatGP HGP Hconv Gconv     
 
(23) 

























表 3-3-2 定数の設定 
定数 定義 
i  発電技術 i 1kWh発電時の排熱量                   kWh 
,u j  熱源技術ｊ1kWh排熱量からの有効熱量             kWh 
  熱交換器 1kWh排熱量からの有効熱量              kWh 
,m t  月別平日と休日の日数                              日 
BillingG 契約ガス                                          m
3 
BillingE  契約電力                                         kW 
iDerconv  発電技術 i1kWh発電時の一次エネルギー消費量       MJ 
cos iDer t  発電技術 iの初期投資                          万円/台 
iDerlife  発電技術 iの使用寿命                              年 
iDercap  発電技術 iの定格容量                             kW 
, ,m t hEload  電力負荷                                         kW 
Econv 系統電力発熱量の換算係数                     MJ/kWh 
mEBase  電力基本料金                                  円/kW 
mEprice  電力従量料金                                 円/kWh 
ECE  発電時の CO2排出係数                         kg/kWh 
Gconv 都市ガス発熱量の換算係数                      MJ/m
3 
iGF  発電技術 iの年金利係数 
iGomf  発電技術 iの運転維持固定費用                   円/kW 
iGomv  発電技術 iの運転維持変動費用                  円/kWh 
mGBase  ガスの定額基本料金                             円/月 
mGBaseflow  ガスの流量基本料金                             円/m
3 
mGprice  ガス従量料金                                   円/m
3
  
GCE 都市ガスを燃焼させた時の CO2排出係数           kg/m
3  
, , ,m t h uHload  熱負荷                                           kW 
cos jHeat t  熱源技術ｊ初期投資                              万円 
jHF  熱源技術ｊの年金利係数 
jHeatlife  熱源技術ｊの使用寿命                              年 
jHcap  熱源技術ｊの定格容量                             kW 
jHomf  熱源技術ｊの運転維持固定費用                   円/kW 
47 
 
Hconv 1kWh熱量からの一次エネルギー消費量              MJ 
jHGP  熱源技術ｊガス使用の判断                       0 or 1 
jHEP  熱源技術ｊ電力使用の判断                       0 or 1 
, ,u j mHeatcap  用途別月別熱源技術ｊの供給能力                   kW 
, ,u j mHeatcop  用途別月別熱源技術ｊの COP              
,u mHEXRA  用途別熱交換器の効率   
IRate 投資金利 
,Re u jMax c  用途別熱源技術ｊの最大排熱回収率                  ％ 
MaxGenInv  発電技術の最大導入量                              台 
uMaxHeatInv  用途別熱源技術の最大導入量                        台 
表 3-3-3 変数の設定 
変数 定義 
GenC  発電技術 iの初期投資費用                          万円 
HeatC  熱源技術ｊの初期投資費用                          万円 
GasC  年間ガス料金                                      万円 
ElecC  年間電力料金                                      万円 
, ,m t hDePur  系統電力からの時刻別電力購入量                    kWh 
GenE  発電技術の年間一次エネルギー消費量                 MJ 
ElecE  系統電力の年間一次エネルギー消費量                 MJ 
HeatE  熱源技術の年間一次エネルギー消費量                 MJ 
, , ,i m t hGenL  発電技術 i時刻別の発電量                          kWh 
iGenInv  発電技術 iの導入量                                  台 
, , , ,u j m t hHeatGP  熱源技術 jのガス購入量                            kWh 
, , , ,u j m t hHeatEP  熱源技術 jの電力購入量                            kWh 
,u jHeatInv  用途別熱源技術 jの導入量                            台 
, , , ,Re u j m t hcHeat  熱源技術 jの排熱回収量                            kWh 
, , ,Re u m t hHEX  熱交換器の排熱回収量                              kWh 
PECR  年間一次エネルギー消費量削減率                     ％ 
ECOR  年間コスト削減率                                   ％ 




















グ言語(modeling system)である。その特長として、① 反復計算に強い。FORTRAN の DO






















































は、重み係数を用いて各目的関数に重みを設定し、得られる加重和を単一の目的関数     
とし、パレート最適解の 1 つを求める手法である。辞書式配列法では、目的関数に優先順
位を付け、その優先順位に従って解探索を行う手法である。制約法(または、ε-制約
法)(constraint method)は、ある 1 つの目的関数以外の目的関数を制約条件に変換するという
スカラー化手法になる。本論文では、事前にどっちかを重み付け或いは優先順位付けにす
るのではなく、あらゆる可能性を探りたいので、ε-制約法を選んで、多目的な解析を行う。 
ε-制約法は任意の     のみを目的関数とし、残りの（N-1）個の目的関数には下限値
  










Max or Min f x subj to
f x f 
 
 

































































































ここで、多目的解析において年間コスト削減率をメインの目的関数        とし、年間
一次エネルギー消費量削減率と年間 CO2 排出量削減率を制約条件とした場合、ε制約範囲
の確定方法を例に説明する。省エネルギー性の単目的で決めた年間一次エネルギー消費量
削減率の最適値（最大値）は      
   とし、他の条件でも、年間一次エネルギー消費量削減率
はこの値を超えることはない。一方、単目的評価の経済性の最適化ケース 2 で得られた年
間一次エネルギー消費量削減率は      
   とし、もしこの年間一次エネルギー消費量削減率に
より小さくなると、経済性と省エネルギー性の両方が意味ない。即ち      
   は年間一次エネ
ルギー消費量削減率の下限値となる。      



























   (1) 
ここに、 
ECOR  = 年間コスト                     ……………………(%) 
.convTotCost  = 蓄電池が導入された CGSの年間コスト         （万円）            
TotCost  = 蓄電池未導入 CGSの年間コスト               （万円） 
蓄電池が導入された CGSの年間コストは以下のように構成されている。 
Der Heat SB Elec Gas ctax sellTotCost C C C C C C C        (2) 
ここに、 
DerC  = 発電技術 iの初期投資 (万円) 
HeatC  = 熱源技術 jの初期投資 (万円) 
SBC  = 蓄電池の初期投資費用(万円) 
GasC  = 年間ガス料金(万円) 
ElecC  = 年間電力料金(万円) 
sellC  = 売電収入(万円) 
ctaxC  = 炭素税(万円) 
分散型電源・熱源技術の初期投資は各技術の値段及び金利、寿命を考慮し、下記の式(2)~
式(7)で計算する。 
cosDer i i i
i
C DerInv Der t GF  
 
(3) 
, cosHeat u j j j
u j
C HeatInv Heat t HF  
 
(4) 




























iDerInv  = 発電技術 iの導入量 (kW)                   
cos iDer t  = 発電技術 i初期投資  (万円/kW) 
iGF  = 発電技術 iの年金利係数 
54 
 
,u jHeatInv  = 用途 uの熱源技術 jの導入量(kW)                   
cos jHeat t  = 熱源技術 j初期投資  (万円/kW) 
jHF  = 熱源技術 jの年金利係数 
SBInv = 蓄電池の導入量(kWh)                   
cosSB t = 蓄電池の初期投資(万円/kWh) 
SBF  = 蓄電池の年金利係数 
IRate = 投資金利 
iDerlife  = 発電技術 iの使用寿命 (年) 
jHeatlife  = 熱源技術 jの使用寿命 (年) 







, , , , , , , , , , , , , ,( ) Sm t h i m t h m t h u j m t h j i m t h
i u j i
Eload GenL DePur HeatEP HEP ell      
 
(9) 
, , , , , , , , , , , , , , , , , , , ,( Reu m t h j u m t h j u j m j u m t h j u j m u j j u m t h
j
Hload HeatGP HGP Heatcop HeatEP HEP Heatcop cHeat       
 
, , , , , ,) Reu j m u m t h u mHeatcop HEX HEXRA     (10) 
ここに 
, ,m t hEload  = 月 m、平休日 t、時刻 hの電力負荷（kW） 
, , ,i m t hGenL  = 月 m、平休日 t、時刻 h、発電技術 iの発電量（kW） 
, ,m t hDePur  = 月 m、平休日 t、時刻 hの電力購入量（kW） 
, , ,S i m t hell  = 月 m、平休日 t、時刻 h、発電技術 iの買電量（kW） 
, , , ,u j m u hHeatEP  = 月 m、平休日 t、時刻 h、用途 uの熱源技術 jの電力購入量（kW） 
jHEP  = 熱源技術ｊ電力使用の判断 0 or 1              
, , , ,u j m u hHeatGP  = 月 m、平休日 t、時刻 h、用途 uの熱源技術 jのガス購入量（kW） 
jHGP  = 熱源技術ｊガス使用の判断 0 or 1              
, , ,m t h uHload  = 月 m、平休日 t、時刻 h、最終用途 uの熱負荷 （kW） 
,u jHeatcop  =用途 uの熱源技術 jの COP              
  = 熱交換器 1kW 排熱量からの有効熱量(kW) 
, , ,Re u m t hHEX  = 月 m、平休日 t、時刻 h、用途 uの熱交換器の排熱回収量(kW) 
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 4-4-2 発電技術容量に関する多目的解析 
4-5 熱源技術の影響 
 4-5-1 熱源技術に関する単目的解析 
 4-5-2 熱源技術に関する多目的解析 
4-6 経済性要因の影響 
 4-6-1 電力価格の影響 
 4-6-2 ガス価格の影響 
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図 4-2-1 分散型エネルギーシステム 
 












































































図 4-3-2 夏季 8月平日の負荷 
 















































表 4-3-1 分散型電源技術の効率 
分散型技術 発電効率 排熱回収率 
GE 0.36 0.45 
注：GE:ガスエンジン 
表 4-3-2 熱源技術の COP 
熱源技術 
COP 
冷房 暖房 給湯 
ABS 1.45 0.88 / 
HP 2.8 3.7 / 
TC 6 / / 
GB / / 0.9 
HE / 0.9 0.9 
注：ABS：排熱回収型吸収式冷温水発生機 HP：ヒートポンプ TC：ターボ冷凍機 GB：ガスボイラー HE：熱
交換器 





















表 4-3-4 エネルギー料金 
 料金構成 比較型 分散型 
電力 
基本料金(円/kW) 1953 1953 
従量料金（夏季）(円/kWh) 10.59 10.59 
従量料金（その他）(円/kWh) 9.70 9.70 
ガス 
定額基本料金(冬季) (円/月) 73500 78750 
定額基本料金(その他) (円/月) 42000 78750 
流量基本料金(冬季)(円/ｍ3) 4725 793.8 
流量基本料金(その他)(円/ｍ3) 840 793.8 
従量料金(円/ｍ3) 64.16 62.7 
表 4-3-5 北九州地区エネルギー別発熱量及び CO2排出量の換算係数 
 発熱量の換算係数 CO2排出量の換算係数 
電力 9.97MJ/kWh 0.69kg/kWh 




























ケース 3：環境性の最適化ケース。年間 CO2排出量削減率が最も大きいシステム。 
ケース１では、ガスエンジンの最適化容量は 1378kW となり、年間一次エネルギー消費量
は 16.56%減少し、年間コストは 6.05%増加し、年間 CO2排出量は 31.68%減少した。ケース
2 では、ガスエンジンの最適化容量は 1026kW となり、年間一次エネルギー消費量は 11.85%
減少し、年間コストは 6.14%減少し、年間 CO2排出量は 23.95%減少した。ケース 3 では、
ガスエンジンの最適化容量は 1378kWとなり、年間一次エネルギー消費量は 16.52%減少し、
年間コストは 4.84%減少し、年間 CO2排出量は 36.57%減少した。比較システムと比べ、三
つケースとも高い省エネ性と環境性の両方を持っている。ケース 2、ケース 3の経済性は向








































GE ABS HP TC 
ケース 0 86281.11 14180.05 5572.02 ― ― ― ― 3000 ― ― 
ケース 1 71990.61 15037.37 3806.69  16.56  -6.05  31.68  1378   3000 ― ― 
ケース 2 76057.25 13309.02 4237.60  11.85  6.14  23.95  1026   3000 ― ― 




















高い。図 4-4-1 から、ケース 2 と比べ、ケース 2 の系統電力の一次エネルギー消費が高い、




























図 4-4-1 各ケースにおいて年間一次エネルギー消費量の構成 
 






































トは 0.9%だけ減少した。図 4-4-2 には省エネルギー性の制約による容量の変化を示す。年
間一次エネルギー消費量削減率が 11.5%から 16%まで増加すると、ガスエンジンの最適化容
量の変化は穏やかであり、ガスエンジンの容量は 34kW 増加したが、また、年間一次エネル





なケース 2では、年間 CO2排出量削減率が 23.95%となる。検討するケースの年間 CO2排出
量削減率は 23.95%以下に低くなると、経済性もなければ、環境性もない。したがって、年
間 CO2排出量削減率の制約を 23%からスタートする。図 4-4-3に環境性と経済性のパレート
最適解を示す。年間 CO2排出量の制約は 23%から 36%までの範囲で、年間コストは 1.05%





















図 4-4-1 省エネルギー性と経済性のパレート最適解 
 








































































図 4-4-3 環境性と経済性のパレート最適解 
 






































































































































ケース 3：環境性の最適化ケース。年間 CO2排出量削減率が最も大きいシステム。 
ケース１では、年間一次エネルギー消費量は 14.35%減少し、年間コストは 1.04%増加し、
年間 CO2排出量は 24.04%減少した。ケース 2では、年間一次エネルギー消費量は 12.57%減
少し、年間コストは 3.80%増加し、年間 CO2排出量は 23.81%減少した。ケース 3 の結果は
ケース１と同じである。ケース 1 と比べ、ケース 2 では、年間一次エネルギー消費量の削











































GE ABS HP TC 
ケース 0 86281.11 14180.05 5572.02 ― ― ― ― 3000 ― ― 
ケース 1 73900.04 14327.21 4232.26 14.35  -1.04  24.04  500 463  1989   2389  
ケース 2 75439.66 13641.06 4245.55 12.57  3.80  23.81  500  2550  698  269  



















に示す。ケース 2 により、省エネルギー性の最適化ケース 1 の年間一次エネルギー消費量
削減率は 1.78%だけ増加するため、省エネルギー性の制約変化は少ない。年間一次エネルギ










なケース 2では、年間 CO2排出量削減率が 23.81%となる。検討するケースの年間 CO2排出
量削減率は 23.81%以下に低くなると、経済性もなければ、環境性もない。したがって、年
間 CO2排出量削減率の制約を 23.80%からスタートする。図 4-6-4 に環境性と経済性のパレ
ート最適解を示す。環境性が最も高いケースでは、年間 CO2排出量が 24.04%となるため、
年間 CO2排出量の制約は 24.04%まで増加できる。年間 CO2排出量の制約は 24.04%以上にな
ると、経済性がなくなる。図 4-5-5 に環境性の制約による熱源技術容量の変化を示す。 年
間 CO2排出量削減率の制約が 23.80%から 24.04%まで厳しくなると、ABSの容量は 1861kW
減少し、HPと TCの容量はそれぞれ 1024kW、1861kW 増加した。経済性を考慮すると、冷
房需要は TC と ABS により供給され、TC と ABS の総容量は、冷房のピーク負荷と同じで
ある時、コストが最も低い。環境性の制約が厳しくなるにつれ、TCの容量が増加し、経済
























































図 4-5-2 省エネルギー性と経済性のパレート最適解 
 


























































































図 4-5-4 環境性と経済性のパレート最適解 
 




































































































































炭素税の影響を図 4-6-3 に示す。炭素税が 5 円/kg になれば、系統から電力を購入するこ
とにより、ガスエンジンから発電するほうが CO2 排出量が少ないため、同じ初期投資でガ
スエンジンの最適化容量が増加した、初期投資が 12万円/kW まで下がると、すべての電力
がガスエンジンから供給されるのは経済性が高い。炭素税が 10 円/kg になれば、初期投資













































1. 藤井 照重：コージェネレーションの基礎と応用，コロナ社 

























































































































図 5-3-1 蓄電池が導入された CGS 
 














































表 3 に蓄電池の仕様を示す。蓄電池は平日（日曜日と祝日以外の日）の 22時から 8時ま
で連続充電し、9 時から 22 時まで連続放電する運転方法と設定する。図 6 に蓄電池充放電
量の設定を示す。夏季及びその他季節では、蓄電池は充電時間帯(22 時から 8 時) で、容量
の 1/10の電流で 10時間程度充電を行う。放電方法について、夏季の平日は他の日（その他
季節、夏季の日曜日と祝日）と異なる。夏季の 13 時から 16 時まではピーク時間帯となる
ため、容量の 16%の電流で放電し、この以外の放電時間帯で、容量の 2.9%の電流で放電す
る。他の日では、容量の 5.7%の電流で 14 時間程度放電を行う。 

















（年） 冷凍 加熱 
ABS 3000 1.45 0.88 4.5 15 
GB 200 / 0.9 1.5 15 







ータベースを作成した。電力料金は業務用季時別電力 Aを採用する。「夏季」は 7月 1日か
ら 9 月 30 日までの期間となる。「その他季」は「夏季」以外の期間となる。時間区分は次
の通りである。「ピーク時間」は，夏季の毎日 13 時から 16 時までの時間となる。「昼間時
















放電時間帯  9時～22時（発電機と系統電力両方から充電できる） 
耐用年数（年） 15 
 


























































































































































































































































(1) 蓄電池が導入することにより、年量が 1372kWhになる時に、年間コスト削減率は 0.15％
と最大値である。現段階では、蓄電蓄電池の導入により経済性をあまり改善できないこ
とが見られた。 















2. 資源エネルギー庁：蓄電池技術の現状と取組について，平成 21年 2月 
3. 経済産業省 蓄電池戦略プロジェクトチーム：蓄電池戦略，平成 24年 7月 
4. NAS電池の市場動向と普及拡大，NGK レビュー第 60号，平成 16年 3月 
5. 浅野 浩志，電力貯蔵を含む分散型エネルギーシステムの最適運用，2008 年 12月 
6. 建築コスト管理システム研究所，新技術調査検討会：NAS電池について，新技術調査レ
ポート 


































































































































図 6-3-1 現行システム 
 























































り、ボイラーの COP (90%) X 蒸気タービンの発電効率(35%)と算出できる。各設備の初期投




























表 6-4-1 各設備の仕様概略 











GE  160kW  GE  160kW  
FC  200kW  CSP  (200kW)1205m2  
PV-1  1008m2(21kW)  PV-1  1008m2(21kW)  
PV-2  1006m2(132kW)  PV-2  1006m2(132kW)  
発電効率 
GE  28.7%  GE  28.7%  
FC  40%  
CSP（太陽熱部分）  21.5%  
CSP（ガス部分）  31.5%  
PV-1  7.2%  PV-1  7.2%  
PV-2  13.3%  PV-2  13.3%  
熱効率 
GE  47.7%  GE  47.7%  
FC  20%  CSP  30%  
PV-1  /  PV-1  /  
PV-2  /  PV-2  /  







ABS  3000kW  ABS  3000kW  






0.88（暖房）  0.88（暖房）  








































表 6-4-2 各設備の初期投資 
 現行システム  提案システム  
初期投資 
FC  750,000円/kW  CSP  300,000 円/kW  
GE 300,000円/kW GE 300,000 円/kW 
PV  600,000円/kW  PV  600,000 円/kW  
ABS  45,000円/kW  ABS  45,000 円/kW  
GB  15,000円/kW  GB  15,000 円/kW  
維持費 
GE  /  GE  /  










































図 6-5-1 1月平日の太陽熱発電の発電量 
 
図 6-5-2 8月平日の太陽熱発電の発電量 
 





































































































































































































図 6-5-6 年間コストの構成 
 










図 6-6-1 太陽熱発電システム 
 
 
図 6-6-2 ガスエンジン発電システム 
 
 















































































































































































図 6-6-5 発電設備の容量による年間コスト削減率 
 


































1400kW と 1300kW である。経済性に対して太陽熱発電及びガスエンジンの最適化容量はそ







1. 西村 啓道 集光型太陽熱発電(CSP)方式とその現状 
2. ウィキペディアフリー事典：太陽熱発電 http://ja.wikipedia.org/wiki 
3. 太陽熱発電とは：http://www.taiyoukouhatsuden1.jp/taiyounetsu.html 
4. 三菱商事 http://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/mclibrary/evolving/vol03/page3.html 






















































レーションの最大導入台数は 3 台、太陽光発電の最大導入容量は 400kW、冷暖房設備の最








図 7-2-1 分散型エネルギーシステム 
 































































GE-1 100 0.30 0.48 2000 945 1 
GE-2 150 0.31 0.47 2925 945 1 
GE-3 200 0.32 0.46 3800 945 1 
GE-4 250 0.33 0.45 4625 945 1 
GE-5 300 0.34 0.44 5400 945 1 
GE-6 350 0.35 0.43 6125 945 1 
GE-7 400 0.36 0.42 6800 945 1 
FC-1 100 0.38 0.36 8000 760 2.3 
FC-2 150 0.39 0.35 11625 760 2.3 
FC-3 200 0.40 0.34 15000 760 2.3 
FC-4 250 0.41 0.33 18125 760 2.3 
FC-5 300 0.42 0.32 21000 760 2.3 
FC-6 350 0.43 0.31 23625 760 2.3 
FC-7 400 0.44 0.30 26000 760 2.3 
PV-1 50 / / 3000 940 0 
PV-2 100 / / 6000 940 0 
PV-3 150 / / 9000 940 0 
PV-4 200 / / 12000 940 0 
注：GE:ガスエンジン FC：燃料電池 PV：太陽光発電 









冷凍 加熱 冷凍 加熱 
ABS-1 400 260 1.45 0.88 1920 1000 
ABS-2 450 300 1.45 0.88 2160 1000 
ABS-3 500 330 1.45 0.88 2400 1000 
ABS-4 550 360 1.45 0.88 2580 1000 
ABS-5 600 400 1.45 0.88 2800 1000 
ABS-6 650 430 1.45 0.88 2920 1000 
ABS-7 700 460 1.45 0.88 3100 1000 
HP -1 200 300 2.8 3.7 800 1110 
HP -2 250 375 2.8 3.7 975 1110 
HP -3 300 450 2.8 3.7 1155 1110 
HP -4 350 525 2.8 3.7 1310 1110 
HP -5 400 600 2.8 3.7 1480 1110 
HP -6 450 675 2.8 3.7 1640 1110 
HP -7 500 750 2.8 3.7 1800 1110 
TC -1 800 / 6 / 3000 600 
TC -2 850 / 6 / 3100 600 
TC -3 900 / 6 / 3200 600 
GB -1 / 50 / 0.9 150 / 
GB -2 / 100 / 0.9 280 / 
GB -3 / 150 / 0.9 390 / 
GB -4 / 200 / 0.9 500 / 
HE -1 / 100 / 0.8 60 / 
HE -2 / 200 / 0.8 120 / 
HE -3 / 300 / 0.8 180 / 
HE -4 / 400 / 0.8 240 / 
HE -5 / 500 / 0.8 300 / 
HE -6 / 600 / 0.8 360 / 







































































ケース 0 83442.05 14497.98 5394.18 ― ― ― ― ABS-7(5), GB-4(1) 
ケース 1 56371.75  19278.21  2794.10  32.44  -33.04   48.20  FC-7(3),PV-4(2) ABS-7(2),HP-7(2),TC-3(1),GB-4(1),HE-4(1) 
ケース 2 75931.77  12922.82  4874.90  9.00  10.86  9.63  GE-7(2) ABS-1(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-3(1),GB-2(1),HE-3(1) 




































各ケースにおいて年間 CO2排出量の構成を図 7-4-3に示す。年間 CO2排出量は発電設備の
CO2排出量、熱源設備の CO2排出量、電力の CO2排出量を含めている。環境性の最適化ケ
ース 3 では、総合効率が高い燃料電池と太陽光発電の役割で、年間 CO2の排出量が最も少
ない。CO2の削減に対して、一次エネルギー消費量を削減するのは、一つ有効な手段である。











図 7-4-1 各ケースにおいて年間一次エネルギー消費量の構成 
 





































































図 7-5-1 省エネルギー性と経済性のパレート最適解 
 
表 7-5-1 省エネルギー性の制約による設備の選択 
PECR  発電設備種類（台数） 熱源設備種類（台数） 
≥9% GE-7(2) ABS-1(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-3(1),GB-2(1),HE-3(1) 
≥11% GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),GB-1(1),HE-2(1) 
≥13% GE-2(1),GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1), 
≥15% GE-6(1),GE-7(2) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥17% GE-7(3) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥19% GE-7(3),PV-4(1) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥21% GE-7(3),PV-4(2) ABS-6(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥23% GE-7(2),FC-7(1) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥25% GE-7(2),FC-7(1),PV-3(1) ABS-7(3),HP-7(1),TC-2(1),HE-2(1) 
≥27% GE-7(2),FC-7(1),PV-4(2) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥29% GE-7(1),FC-7(2),PV-4(1), ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),GB-1(1),HE-2(1) 











































































































 2 3 3.ECO CE CE CECase CaseMax R subj to R R R    (9) 
表 7-4-1に示すように、最も経済的なケース 2では、年間 CO2排出量削減率が 9.63%とな
る。検討するケースの年間 CO2排出量削減率は 9.63%以下に低くなると、経済性もなければ、







が 4台まで増加する。年間 CO2排出量削減率が 37%以上になる場合、PVが導入され始める。
その後さらに燃料電池の導入が始まる。燃料電池の排熱効率はガスエンジンより低いため、
排熱回収型冷温水発生機（ABS）が 3台まで減少する。CO2排出量削減率が 45%以上になる

















図 7-5-3 環境性と経済性のパレート最適解 
表 7-5-2 環境性の制約による設備の選択 
CER  発電設備種類（台数） 熱源設備種類（台数） 
≥9% GE-7(2) ABS-1(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-3(1),GB-2(1),HE-3(1) 
≥11% GE-7(2) ABS-6(3),HP-7(1),TC-2(1),GB-2(1),HE-2(1) 
≥13% GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),GB-2(1),HE-2(1) 
≥15% GE-1(1),GE-7(2) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-7(1),TC-1(1),GB-2(1),HE-2(1) 
≥17% GE-1(1),GE-7(2) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥19% GE-2(1),GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥21% GE-3(1),GE-7(2) ABS-7(3),HP-6(1),TC-2(1),HE-3(1) 
≥23% GE-5(1),GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-5(1),TC-1(1),HE-4(1) 
≥25% GE-6(1),GE-7(2) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-6(1),TC-1(1),HE-4(1) 
≥27% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-4(1),TC-1(1),HE-5(1) 
≥29% GE-7(3) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-4(1),TC-1(1),HE-5(1) 
≥31% GE-7(3) ABS-6(4),HP-3(1),HE-2(1) 
≥33% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(2),HP-2(1),HE-2(1) 
≥35% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(2),HP-4(1),HE-2(1) 
≥37% GE-7(3),PV-1(1) ABS-6(2),ABS-7(2),HP-4(1),HE-2(1) 
≥39% GE-7(3),PV-3(2) ABS-6(4),HP-5(1),HE-2(1) 
≥41% GE-7(2),FC-7(1) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥43% GE-7(2),FC-7(1),PV-4(1) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥45% GE-7(1),FC-7(2),PV-2(1) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 




















    
 
      
(10) 
図 7-5-4に省エネルギー性、経済性、環境性のパレート最適解を示す。年間一次エネルギ
ー消費量削減率が 9%-15%である区域Ιで、且つ年間 CO2排出量削減率が 27%以上の場合、
経済性はほぼ同じである。この区域では年間コスト最大削減率の変化が穏やかである。年






なり、経済性がなくなる。ここでは、図 7-5-4 の制約条件により、表 7-5-3 に一部の設備組
み合わせを示す。 



















図 7-5-4 省エネルギー性、経済性、環境性のパレート最適解 
 
表 7-5-3 省エネルギー性、環境性の制約による設備の選択 
PECR  CER  max
ECOR  発電設備種類（台数） 熱源設備種類（台数） 
≥9% 
≥9% 10.86% GE-7(2) 
ABS-1(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-3(1),GB-2(1), 
HE-3(1) 
≥18% 9.59% GE-2(1),GE-7(2) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥27% 7.51% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-4(1),TC-1(1),HE-5(1) 
≥36% 3.99% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(2),HP-4(1),HE-2(1) 
≥13% 
≥9% 9.08% GE-2(1),GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥18% 9.08% GE-2(1),GE-7(2) ABS-6(1),ABS-7(2),HP-7(1),TC-1(1),HE-3(1) 
≥27% 7.51% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(1),HP-4(1),TC-1(1),HE-5(1) 
≥36% 3.99% GE-7(3) ABS-6(2),ABS-7(2),HP-4(1),HE-2(1) 
≥17% 
≥9% 5.49% GE-7(3) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥18% 5.49% GE-7(3) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
≥27% 5.49% GE-7(3) ABS-7(3),HP-7(1),TC-1(1),HE-2(1) 
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